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令 和 ３ 年 １ ０ 月 １ ４ 日 

都道府県医師会 

担  当  理  事  殿 

 

公益社団法人 日本医師会常任理事     

橋 本  省   

(公印省略) 

 

病院の耐震改修の状況の調査について 

 

 

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて今般、厚生労働省医政局地域医療計画課長より各都道府県衛生主管部（局）

長宛に「病院の耐震改修の状況の調査について（依頼）」の文書が発出されるととも

に、本会に対しても協力依頼がありました。 

前回の令和２年における病院の耐震改修状況調査の結果については、添付の通り、

厚生労働省のホームページにて令和３年７月に公表されております。本件は、引き

続き、病院の耐震改修状況の実態把握を行うものであります。 

本調査の対象は、本年９月１日現在における各都道府県管下の全ての病院であり、

各都道府県から厚生労働省への提出期限は１１月３０日(火)とされております。 

つきましては、貴会におかれましても、本件についてご了知いただくとともに、

貴会管下関係医療機関への周知方につきご高配賜りますようよろしくお願いいたし

ます。 



公益社団法人日本医師会担当理事殿

医政地発 10 0 8第 5号

令和 3年 10月 8 日

i雪出向問題
厚生労働省医政局地域医療計画課長型剖↑ 号

市~信託4 回

諸富山！窪

病院の耐震改修の状況の調査について（依頼）

災害医療対策の推進につきましては、平素より格段のご高配を賜り、厚く御

礼申し上げます。

さて、厚生労働省では病院の耐震改修状況の実態把握を行うこととしており、

別添のとおり都道府県に対して調査依頼を発出いたしました。

患者の身の安全を確保するため、 また、災害時における迅速かっ適切な医療

の提供体制の整備のため、基礎資料を作成する上で必要な調査ですので、都道

府県からの調査依頼にご協力いただくように、貴団体の会員に対する周知方よ

ろしくお願し 1申し上げます。



医政地発 10 0 8第4号

令和 3年 10月 8日

各都道府県衛生主管部（局）長殿

厚生労働省医政局地域医療計画課長

（公印省略）

病院の耐震改修の状況の調査について（依頼）

災害医療対策の推進について、平素から格段の御配慮を賜り、厚く御礼申し

あげます。

病院の建物の耐震化については、医療提供体制施設整備交付金（災害拠点病院

施設整備事業、災害拠点精神科病院施設整備事業、特定地域病院施設整備事業、

医療施設等耐震整備事業）を措置し、未耐震の災害拠点病院や救命救急センタ一、

二次救急医療機関等を対象として改修を推進しているところです。

耐震改修の状況については、これまでも各都道府県にご協力をいただいて調

査を行い公表してきたところ、本年度も引き続き、耐震化の度合いの公表や予

算要求の際に活用するため、調査を行います。

貴職におかれては、調査結果について、別紙の病院の耐震改修状況調査票取

りまとめ要領に記載のとおり取りまとめの上、提出していただくようお願いし

ます。

1. 調査対象

2.調査内容

3.提出期限

4.留意事項

言己

令和 3年 9月 1日現在における各都道府県管下の医療法第 1

条の 5に規定されている全ての病院

別添の病院の耐震改修状況調査票の調査項目のとおり

令和3年11月30日（火）

病院から厚生労働省に直接提出されないようお願いいたしま

す。

［照会先】

厚生労働省医政局地域医療計画課

救急・周産期医療等対策室

災害医療係長 乙部

電話03-5253-1111（内線）2548
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報道関係者各位 

 

病院の耐震改修状況調査の結果 
～令和２年の災害拠点病院等の耐震化率は９３．６％～ 

 

令和２年における病院の耐震改修状況調査の結果を取りまとめましたので、公表いた

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・調査対象：医療法第１条の５に規定する病院 

・調査時点：令和２年９月１日 

・調査結果：「別紙」のとおり 

令和３年７月 20日（火） 

照会先 

医政局地域医療計画課  

災害医療対策専門官  牧野 紘至（2558） 

災害医療係長      乙部 睦男（2548） 

(代表番号) 03-(5253)-1111 

(直通番号) 03-(3595)-2194 

【令和２年調査結果のポイント】 

○ 病院の耐震化率は、７７．３％（令和元年調査では７６．０％） 

 

○ このうち、地震発生時の医療拠点となる災害拠点病院及び救命救急センターの 

耐震化率は、９３．６％（令和元年調査では９２．４％） 

 

（参考） 

・ 国土強靱化アクションプラン２０１５（平成２７年６月１６日国土強靱化推進本部決定）におい

て平成３０年度までに災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化率を８９.０％とすることを定

めていた目標は、平成２９年度までに達成しました。 

・ 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（平成３０年１２月１４日閣議決定）におい

て、令和２年度末までに病院全体の耐震化率を８０％とする目標を定めています。 

・ 調査結果は、令和２年１０月に各都道府県に対して調査の依頼を行い、各都道府県からの報告 

に基づき、病院の耐震化の状況を取りまとめています。 



 

 

「別紙」 

（１）病院の耐震化の状況 

調査病院数 回答病院数 

全ての建物に耐震性のあ

る病院数 

（Ａ） 

一部の建物に耐震性があ

る病院数 

（Ｂ） 

全ての建物に耐震性がな

い（注１）病院数 

（Ｃ） 

建物の耐震性が不明であ

る病院数（耐震診断を実

施していない病院数） 

（Ｄ） 

（Ｂ）と（Ｃ）のうち、

Ｉｓ値０．３（注２）未

満の建物を有する病院数 

（Ｂ）、（Ｃ）及び（Ｄ）

のうち、令和２年度まで

に全ての建物が耐震化さ

れる予定の病院数 

８２５５ ８２５４ ６３８２ ６１９ １００ １１５３ ２４５ １６ 

（注１）耐震性がない建物とは、昭和５６年以前に建築された建物であって耐震診断の結果 Is値０．６未満（震度６強程度の地震により倒壊又は崩壊する危険性がある。）の

建物をいう。 

（注２）Is値０．３未満の建物は、震度６強程度の地震により倒壊又は崩壊する危険性が高いとされている。 

 

 

（２）災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化の状況 

調査病院数 回答病院数 

全ての建物に耐震性のあ

る病院数 

（Ａ） 

一部の建物に耐震性があ

る病院数 

（Ｂ） 

全ての建物に耐震性がな

い病院数 

（Ｃ） 

建物の耐震性が不明であ

る病院数（耐震診断を実

施していない病院数） 

（Ｄ） 

（Ｂ）と（Ｃ）のうち、

Ｉｓ値０．３未満の建物

を有する病院数 

（Ｂ）、（Ｃ）及び（Ｄ）

のうち、令和２年度まで

に全ての建物が耐震化さ

れる予定の病院数 

７６３ ７６３ ７１４ ４７ ０ ２ ２４ １ 

 



 

 

（３）都道府県別の病院の耐震化の状況                                                                                      「別紙」 

都道府県 調査病院数 回答病院数

全ての建物に耐震性

がある病院数

（Ａ）

一部の建物に耐震性

がある病院数

（Ｂ）

全ての建物に耐震性

がない病院数

（Ｃ）

建物の耐震性が不明である

病院数（耐震診断を実施し

ていない病院数）（Ｄ）

（Ｂ）と（Ｃ）のうち、Ｉ

ｓ値0.3未満の建物を有す

る病院数

（Ｂ）、（Ｃ）及び（Ｄ）

のうち、令和2年度までに

全ての建物が耐震化される

予定の病院数（Ｅ）

耐震化率((A)／

回答病院数)

令和2年度末の耐震化率

（見込）（（A）＋（E））

／回答病院数

1 北海道 549 549 424 24 4 97 11 1 77.2% 77.4%

2 青森 94 94 76 5 1 12 4 0 80.9% 80.9%

3 岩手 92 92 70 7 2 13 3 0 76.1% 76.1%

4 宮城 136 136 122 3 0 11 0 0 89.7% 89.7%

5 秋田 66 66 53 2 1 10 0 0 80.3% 80.3%

6 山形 67 67 60 2 0 5 2 0 89.6% 89.6%

7 福島 132 132 92 15 3 22 5 0 69.7% 69.7%

8 茨城 174 174 140 6 1 27 1 0 80.5% 80.5%

9 栃木 105 105 80 8 1 16 2 0 76.2% 76.2%

10 群馬 128 128 109 2 1 16 1 0 85.2% 85.2%

11 埼玉 342 342 277 20 3 42 9 1 81.0% 81.3%

12 千葉 289 289 223 23 3 40 5 2 77.2% 77.9%

13 東京 640 640 500 79 29 32 36 0 78.1% 78.1%

14 神奈川 335 334 265 33 5 31 9 1 79.3% 79.6%

15 新潟 125 125 102 5 0 18 3 0 81.6% 81.6%

16 富山 106 106 94 5 0 7 2 0 88.7% 88.7%

17 石川 92 92 74 4 1 13 3 0 80.4% 80.4%

18 福井 67 67 56 3 0 8 0 0 83.6% 83.6%

19 山梨 60 60 51 3 0 6 2 0 85.0% 85.0%

20 長野 126 126 99 8 2 17 2 0 78.6% 78.6%

21 岐阜 97 97 72 12 1 12 5 0 74.2% 74.2%

22 静岡 171 171 157 10 0 4 2 0 91.8% 91.8%

23 愛知 321 321 251 28 4 38 7 0 78.2% 78.2%

24 三重 93 93 74 6 2 11 5 1 79.6% 80.6%

25 滋賀 57 57 51 5 0 1 0 0 89.5% 89.5%

26 京都 163 163 107 26 4 26 15 0 65.6% 65.6%

27 大阪 514 514 358 39 9 108 19 1 69.6% 69.8%

28 兵庫 347 347 266 27 0 54 13 0 76.7% 76.7%

29 奈良 76 76 63 8 0 5 4 0 82.9% 82.9%

30 和歌山 83 83 60 7 2 14 3 0 72.3% 72.3%

31 鳥取 43 43 36 1 0 6 1 0 83.7% 83.7%

32 島根 47 47 42 1 0 4 0 0 89.4% 89.4%

33 岡山 161 161 122 16 1 22 6 0 75.8% 75.8%

34 広島 237 237 171 19 2 45 9 0 72.2% 72.2%

35 山口 142 142 99 14 0 29 7 0 69.7% 69.7%

36 徳島 107 107 81 9 1 16 3 1 75.7% 76.6%

37 香川 88 88 63 9 2 14 2 0 71.6% 71.6%

38 愛媛 134 134 101 12 4 17 8 1 75.4% 76.1%

39 高知 122 122 90 16 5 11 8 0 73.8% 73.8%

40 福岡 457 457 326 39 2 90 7 3 71.3% 72.0%

41 佐賀 100 100 74 6 0 20 0 1 74.0% 75.0%

42 長崎 148 148 110 12 2 24 8 1 74.3% 75.0%

43 熊本 208 208 149 17 0 42 6 1 71.6% 72.1%

44 大分 153 153 132 4 1 16 2 1 86.3% 86.9%

45 宮崎 137 137 111 2 0 24 1 0 81.0% 81.0%

46 鹿児島 234 234 175 11 1 47 1 0 74.8% 74.8%

47 沖縄 90 90 74 6 0 10 3 0 82.2% 82.2%

8255 8254 6382 619 100 1153 245 16 77.3% 77.5%  



 

 

（４）都道府県別の災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化の状況                                                        「別紙」 

都道府県 調査病院数 回答病院数

全ての建物に耐震性

がある病院数

（Ａ）

一部の建物に耐震性

がある病院数

（Ｂ）

全ての建物に耐震性

がない病院数

（Ｃ）

建物の耐震性が不明である

病院数（耐震診断を実施し

ていない病院数）（Ｄ）

（Ｂ）と（Ｃ）のうち、Ｉ

ｓ値0.3未満の建物を有す

る病院数

（Ｂ）、（Ｃ）及び（Ｄ）

のうち、令和2年度までに

全ての建物が耐震化される

予定の病院数（Ｅ）

耐震化率((A)／

回答病院数)

令和2年度末の耐震化率

（見込）（（A）＋（E））

／回答病院数

1 北海道 34 34 33 1 0 0 0 0 97.1% 97.1%

2 青森 10 10 8 2 0 0 0 0 80.0% 80.0%

3 岩手 11 11 11 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

4 宮城 16 16 15 1 0 0 0 0 93.8% 93.8%

5 秋田 14 14 14 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

6 山形 7 7 7 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

7 福島 8 8 7 1 0 0 0 0 87.5% 87.5%

8 茨城 17 17 17 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

9 栃木 11 11 10 1 0 0 0 0 90.9% 90.9%

10 群馬 17 17 17 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

11 埼玉 22 22 21 1 0 0 1 0 95.5% 95.5%

12 千葉 26 26 24 2 0 0 1 1 92.3% 96.2%

13 東京 82 82 79 3 0 0 1 0 96.3% 96.3%

14 神奈川 36 36 32 4 0 0 3 0 88.9% 88.9%

15 新潟 14 14 13 0 0 1 0 0 92.9% 92.9%

16 富山 8 8 8 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

17 石川 10 10 10 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

18 福井 9 9 9 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

19 山梨 9 9 8 1 0 0 1 0 88.9% 88.9%

20 長野 13 13 13 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

21 岐阜 12 12 11 1 0 0 0 0 91.7% 91.7%

22 静岡 23 23 23 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

23 愛知 36 36 33 3 0 0 1 0 91.7% 91.7%

24 三重 17 17 16 1 0 0 1 0 94.1% 94.1%

25 滋賀 10 10 10 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

26 京都 14 14 12 2 0 0 0 0 85.7% 85.7%

27 大阪 19 19 15 4 0 0 3 0 78.9% 78.9%

28 兵庫 21 21 19 2 0 0 2 0 90.5% 90.5%

29 奈良 7 7 5 2 0 0 1 0 71.4% 71.4%

30 和歌山 10 10 10 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

31 鳥取 4 4 4 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

32 島根 10 10 10 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

33 岡山 11 11 9 2 0 0 2 0 81.8% 81.8%

34 広島 19 19 16 3 0 0 1 0 84.2% 84.2%

35 山口 14 14 12 2 0 0 2 0 85.7% 85.7%

36 徳島 11 11 11 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

37 香川 10 10 10 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

38 愛媛 8 8 7 1 0 0 1 0 87.5% 87.5%

39 高知 12 12 12 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

40 福岡 31 31 29 2 0 0 1 0 93.5% 93.5%

41 佐賀 8 8 7 1 0 0 0 0 87.5% 87.5%

42 長崎 14 14 14 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

43 熊本 15 15 12 2 0 1 1 0 80.0% 80.0%

44 大分 14 14 14 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

45 宮崎 12 12 12 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

46 鹿児島 14 14 14 0 0 0 0 0 100.0% 100.0%

47 沖縄 13 13 11 2 0 0 1 0 84.6% 84.6%

763 763 714 47 0 2 24 1 93.6% 93.7%  



 

 

＜参考＞病院の耐震化状況の推移 

 

 病   院 回答病院数 

全ての建物に耐震

性のある病院数 

（耐震化率） 

一部の建物に耐震

性がある病院数 

全ての建物に耐震

性がない病院数 

建物の耐震性が不

明である病院数 

平成 17年調査 

６，８４３ ２，４９４ ２，４８２ １，２０９ ５７５ 

（１００．０％） （３６．４％） （３６．３％） （１７．７％） （８．４％） 

平成 20年調査 

８，１３０ ４，１３２ ２，６９４ １，０１０ ２９４ 

（１００．０％） （５０．８％） （３３．１％） （１２．４％） （３．６％） 

平成 21年調査 

８，６１１ ４，８３７ ２，５９５ ９８ １，０８１ 

（１００．０％） （５６．２％） （３０．１％） （１．１％） （１２．６％） 

平成 22年調査 

８，５４１ ４，８４６ ２，５４１ ２７９ ８７５ 

（１００．０％） （５６．７％） （２９．８％） （３．３％） （１０．２％） 

平成 24年調査 

８，５３１ ５，２３５ ２，０１６ ２６８ １，０１２ 

（１００．０％） （６１．４％） （２３．６％） （３．１％） （１１．９％） 

平成 25年調査 

８，５２４ ５，４７６ ７７１ １１８ ２，１５９ 

（１００．０％） （６４．２％） （９．１％） （１．４％） （２５．３％） 

平成 26年調査 

８，４９３ ５，６８７ ７２９ １２２ １，９５５ 

（１００．０％） （６７．０％） （８．６％） （１．４％） （２３．０％） 

平成 27年調査 

８，４７７ ５，８８０ ７１９ １３１ １，７４７ 

（１００．０％） （６９．４％） （８．５％） （１．５％） （２０．６％） 

平成 28年調査 

８，４６４ ６，０５０ ７０４ １４１ １，５６９ 

（１００．０％） （７１．５％） （８．３％） （１．７％） （１８．５％） 

平成 29年調査 

８，４１１ ６，１３０ ６７４ １４１ １，４６６ 

（１００．０％） （７２．９％） （８．０％） （１．７％） （１７．４％） 



 

 

平成 30年調査 

８，３６２ ６，２３１ ６６４ １２３ １，３４４ 

（１００．０％） （７４．５％） （７．９％） （１．５％） （１６．１％） 

令和元年調査 

８，３１１ ６，３１８ ６３３ １１３ １，２４７ 

（１００．０％） （７６．０％） （７．６％） （１．４％） （１５．０％） 

令和２年調査 ８，２５４ ６，３８２ ６１９ １００ １，１５３ 

（今回調査） （１００．０％） （７７．３％） （７．５％） （１．２％） （１４．０％） 

      

【病院のうち、災

害拠点病院及び救

命救急センター】 

回答病院数 

全ての建物に耐震

性のある病院数 

（耐震化率） 

一部の建物に耐震

性がある病院数 

全ての建物に耐震

性がない病院数 

建物の耐震性が不

明である病院数 

平成 17年調査 

５４５ ２３６ ２５７ ４５ ６ 

（１００．０％） （４３．３％） （４７．２％） （８．３％） （１．１％） 

平成 20年調査 

５６５ ３３１ ２０９ ２２ ３ 

（１００．０％） （５８．６％） （３７．０％） （３．９％） （０．５％） 

平成 21年調査 

５９８ ３７３ ２０５ ７ １３ 

（１００．０％） （６２．４％） （３４．３％） （１．２％） （２．１％） 

平成 22年調査 

６３０ ４１７ ２０３ ７ ３ 

（１００．０％） （６６．２％） （３２．２％） （１．１％） （０．５％） 

平成 24年調査 

６７１ ４９０ １６９ ３ ９ 

（１００．０％） （７３．０％） （２５．２％） （０．５％） （１．３％） 

平成 25年調査 

６８３ ５３８ １０３ ３ ３９ 

（１００．０％） （７８．８％） （１５．１％） （０．４％） （５．７％） 

平成 26年調査 

６９１ ５６８ ８９ ５ ２９ 

（１００．０％） （８２．２％） （１２．９％） （０．７％） （４．２％） 

平成 27年調査 

７１２ ６０４ ８８ １ １９ 

（１００．０％） （８４．８％） （１２．４％） （０．１％） （２．７％） 



 

 

平成 28年調査 

７２６ ６３６ ７６ ０ １４ 

（１００．０％） （８７．６％） （１０．５％） （０％） （１．９％） 

平成 29年調査 

７３４ ６５６ ６６ ０ １２ 

（１００．０％） （８９．４％） （９．０％） （０％） （１．６％） 

平成 30年調査 

７４２ ６７３ ６４ ０ ５ 

（１００．０％） （９０．７％） （８．６％） （０％） （０．７％） 

令和元年調査 

７４９ ６９２ ５３ ０ ４ 

（１００．０％） （９２．４％） （７．１％） （０％） （０．５％） 

令和２年調査 ７６３ ７１４ ４７ ０ ２ 

（今回調査） （１００．０％） （９３．６％） （６．２％） （０％） （０．３％） 

（注１）平成 17年調査は、四病院団体協議会・厚生労働科学研究班による調査 

（注２）耐震化率は全ての建物に耐震性のある病院数を回答病院数で除したもの。 

（注３）建築物の耐震改修の促進に関する法律が改正され、階数 3かつ床面積 5,000㎡以上の病院は耐震診断を行うことが

義務化されたことを踏まえ、平成 25年調査から、昭和 56年以前（建築基準法改正前）に建築された建物で耐震診断

をしていない建物がある病院は、「耐震性が不明な病院」として整理している。 




